
 

 

  

 ○非常勤隊員の身分取扱いに関する達 
 

昭和３０年５月２５日   

海上自衛隊達第１４号   

 

  改正 昭和３２年 ２ 月 ２ 日 海上自衛隊達第 ４ 号 〔第１次改正〕 

       昭和３４年 ５ 月２２日 海上自衛隊達第４１号 〔第２次改正〕 

       昭和５８年 ８ 月 ６ 日 海上自衛隊達第３６号 〔第３次改正〕 

       昭和６３年１２月２８日 海上自衛隊達第７２号 〔第４次改正〕 

       平成 ２ 年 ９ 月２８日 海上自衛隊達第３１号 〔防衛庁職員給与法の一部を

  改正する法律等の施行に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達１条による改

  正〕 

       平成 ４ 年 ４ 月２７日 海上自衛隊達第２３号 〔第５次改正〕 

       平成２２年 １ 月１８日 海上自衛隊達第 １ 号 〔第６次改正〕 

       平成２３年 ４ 月 １ 日 海上自衛隊達第１５号 〔第７次改正〕 

       平成３０年 ３ 月１５日 海上自衛隊達第 ５ 号 〔第８次改正〕 

       令和 ２ 年１１月 ４ 日 海上自衛隊達第５２号 〔第９次改正〕 

 

 非常勤隊員の身分取扱に関する達を次のように定める。 

   非常勤隊員の身分取扱いに関する達 

 （趣旨） 

第１条 この達は、隊員の任免等の人事管理の一般的基準に関する訓令（昭和３７

  年防衛庁訓令第６６号。以下「訓令」という。）第１２条の２に定める非常勤の隊

  員（以下「非常勤隊員」という。）の海上自衛隊における身分の取扱いに関し必要

  な事項を定めるものとする。 

（期間業務隊員の区分） 

第２条 訓令第１２条の２第２項に規定する期間業務隊員のうち事務的一般業務に

  従事する者を「事務補佐員」といい、技術に関する知識又は技量を必要とする業

  務に従事する者を「技術補佐員」という。 

（採用及び退職） 

第３条 訓令第１２条の２第３項第２号の規定により非常勤隊員を採用する場合、

  部隊等（海上自衛隊の部隊及び機関（海上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院

  を含む。）以下同じ。）の長は現に採用している期間業務隊員の能力の実証等を別

  に定める様式により任免権者に送付する。 

２ 非常勤隊員が任期途中で退職する場合、部隊等の長は任免権者に退職願を送付

  する。 

３ 非常勤隊員の採用及び退職に当たっては、前２項に定めるもののほか、訓令及

  び訓令に基づく特別の定めによる。 

（分限及び服務） 

第４条 非常勤隊員は、分限及び服務に関して自衛隊法（昭和２９年法律第１６５

  号）及び同法に基づく命令の規定によるものとする。 

（勤務時間） 

第５条 非常勤隊員の勤務時間及び休暇は、自衛官以外の隊員の勤務時間及び休暇

  に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第４３号）の定めるところによる。ただ

  し、部隊等の長は、第６条の２に規定する超過勤務手当相当額を支給することが



 

 

  できる予算の範囲内において、業務の必要により正規の勤務時間を超えて勤務さ

  せることができる。 

（非常勤隊員の給与） 

第６条 非常勤隊員の給与は、原則として、人事院規則９─８（初任給、昇格、昇

  給等の基準）第３条に定める級別標準職務に応じて算出した俸給の月額に地域手

  当を加算した額を２１で除して得た額（以下「給与の日額」という。）を基準とし

  て決定する。 

２ 非常勤隊員には、給与の日額に初日から末日までの間に実際に勤務した日数を

  乗じて得た額を給与として事務官等（防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和

  ２７年法律第２６６号）第４条第１項に規定する事務官等をいう。以下同じ。）の

  俸給支給日に支給する。 

３ 非常勤隊員には、この達に定める給与以外の給与は支給しない。 

４ 非常勤隊員が遅刻又は早退した場合には、勤務しなかつた時間に応じて給与を

  減額する。 

５ 前項により減額する１時間当たりの給与の額（以下「１時間当たりの給与の

  額」という。）は、給与の日額を７．７５で除して得た額とする。この場合におい

  て、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上１円未満の端

  数を生じたときはこれを１円に切り上げるものとする。 

（超過勤務手当相当額の支給） 

第６条の２ 第５条ただし書の規定により正規の勤務時間を超えて勤務した場合

  は、その勤務１時間につき１時間当たりの給与の額の１００分の１２５に相当す

  る額を超過勤務手当相当額として支給する。 

２ 正規の勤務時間による勤務又は第５条ただし書の規定による勤務が午後１０時

から翌日の午前５時までの間における場合はその勤務１時間につき１時間当たりの

給与の額の１００分の１５０に相当する額を超過勤務手当相当額として支給する。 

（通勤手当相当額の支給） 

第６条の３ 非常勤隊員には、事務官等に支給される通勤手当に準じて、予算の範

  囲内において通勤手当相当額を支給する。 

（期末手当及び勤勉手当相当額の支給） 

第６条の４ ６月１日又は１２月１日に在職する非常勤隊員のうち事務官等とほぼ

  同様の勤務を行っている者（任期が相当長期にわたる者に限る。）に対しては、期

  末手当及び勤勉手当に相当する額を、勤務期間、勤務実績等を考慮の上支給する

  ものとする。この場合において、期末手当及び勤勉手当に相当する額の支給に当

  たっては、予算の範囲内において、事務官等に支給される期末手当及び勤勉手当

  との均衡を考慮して支給しなければならない。 

（退職手当の支給） 

第７条 非常勤隊員に対する退職手当の支給については、国家公務員退職手当法

（昭和２８年法律第１８２号）の定めるところによる。 

（健康保険等の加入） 

第８条 非常勤隊員は、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生年金保険法

  （昭和２９年法律第１１５号）、国家公務員共済組合員法（昭和３３年法律第１２

  ８号）又は雇用保険法（昭和４９年法律第１１６ 号）の定めるところによりそれ

  ぞれの被保険者となる。 

（災害補償） 



 

 

第９条 非常勤隊員の公務災害については、防衛省の職員の給与等に関する法律

  （昭和２７年法律第２６６号）第２７条において準用する国家公務員災害補償法

  （昭和２６年法律第１９１号）の定めるところによる。 

 

 附 則  

この達は、昭和３０年６月１日から施行する。 

   附 則〔第１次改正による附則〕 

この達は、昭和３２年２月１日から施行する。 

   附 則〔第２次改正による附則〕 

１ この達は、昭和３４年５月２２日から施行する。 

２ 昭和３４年６月において支給する給与については、改正後の第６条第２項中

  「１１日」とあるのは「１６日」と読み替えるものとする。 

   附 則〔第３次改正による附則〕 

この達は、昭和５８年８月６日から施行する。 

   附 則〔第４次改正による附則〕 

この達は、昭和６４年１月１日から施行する。 

   附 則 〔防衛庁職員給与法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係海上自衛隊達の整理に関する達の附則〕 

この達は、平成２年１０月１日から施行する。 

   附 則〔第５次改正による附則〕 

この達は、平成４年５月１日から施行する。 

   附 則〔第６次改正による附則〕 

 この達は、平成２２年１月１８日から施行する。ただし、第６条第１項の改正規

定は平成１８年４月１日から、第６条第５項の改正規定は平成２１年４月１日か

ら、それぞれ適用する。 

   附 則〔第７次改正による附則〕 

 この達は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則〔第８次改正による附則〕 

 この達は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則〔第９次改正による附則〕 

１ この達は、令和３年１月１日から施行する。 

２ 令和３年１月に支給する給与については、改正後の第６条第２項中「初日」と

  あるのは、「１１日」と読み替えるものとする。 


